
 

横浜市民有地地域緑化助成金交付要領 

 

制  定 平成23年10月31日 環創み第1472号（局長決裁） 

最近改正 令和７年３月14日 み環事第2354号（局長決裁） 

 

（趣旨） 

第１条 この要領は、「横浜みどりアップ計画」による横浜市地域緑のまちづくり事業要

綱（平成23年10月31日制定。以下「要綱｣という。）第９条第３項の規定に基づき、横浜

市民有地地域緑化助成事業に係る助成金(以下「助成金」という。)の交付に関し、必要

な事項を定める。 

２ 助成金の交付については、横浜市補助金等の交付に関する規則（平成17年11月横浜市

規則第139号。以下｢補助金規則｣という。）、要綱及び推進団体と横浜市で締結した協定

書に定めるもののほか、この要領に定めるところによる。 

（用語の定義） 

第２条 この要領における用語の意義は、この要領で定めるもののほか、要綱の例による。 

２ この要領において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1)  「助成事業」とは、要綱第３条第10号に基づき、横浜市民有地地域緑化助成事業の

助成金の交付を受けて行う事業をいう。 

 (2)  「助成事業者」とは、市長に助成金の交付申請をし、交付決定を受けた推進団体を

いう。 

（助成金交付対象者） 

第３条 助成金の交付対象者は、要綱第３条第８号に基づき、市長と協定を締結した推進

団体とする。 

 （対象経費） 

第４条 助成事業の対象となる経費は、民有地の緑化を行うために必要な、別表１及び２

のア欄に定めるもののうち、次の各号の全てに該当するものとする。 

(1)  市長が別に定める受付期間内に交付申請がなされ、かつ、申請する年度内に当該助

成事業の完了が見込まれるもの 

(2) 当該助成事業に関して、他の助成等を受けていないもの 

(3) 当該助成事業が建築物の新築、増築又は改築に伴うものの場合、法令等に定める緑

化率の規定を満たすための緑化でないもの 

 (助成額） 

第５条 助成額は、前条に定める経費のうち、別表１及び２のイ欄に定める額とする。た

だし、千円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てる。 

２ 前項の助成額は、毎年度予算の範囲内とする。 

（交付申請） 

第６条 助成金の交付を受けようとする助成金交付対象者は、助成事業を行う前に民有地

地域緑化助成金交付申請書（第１号様式）の正本及び副本に、それぞれ次に掲げる図書



 

を添えて、市長に提出し、承認を受けなければならない。 

(1) 民有地地域緑化助成金事業計画書（第２号様式） 

(2） 民有地地域緑化助成金収支予算書（第３号様式） 

(3) 設計等経費見積書（写）又は緑化整備等経費見積書（写） 

(4) 別表１の項目２及び別表２の項目２及び３に係る申請の場合には、土地等の権利者 

の同意が分かる書類 

(5)  その他市長が必要と認める図書 

２ 補助金規則第５条第３項の規定により、市長が助成金交付申請書への記載又は添付を

省略させることができる事項及び書類は、同規則第５条第２項第２号に定めるものとす

る。 

３ 助成金交付対象者は、助成事業を行う場合において、横浜市契約規則（昭和39年３月

横浜市規則第59号）第７条に規定する一般競争入札有資格者名簿における所在地区分が

市内である者（以下「市内業者」という。）から、１件の助成事業の金額が1,000,000円

以上になると見込まれるときは２人以上、1,000,000円未満になると見込まれるときは

１人以上の見積書の徴収を行わなければならない。ただし、次のいずれかに該当すると

市長が認める場合は、この限りでない。 

(1)  市内業者では緑化整備で必要となる材料を取り扱えない場合 

(2)  既存の施設・設備を緑化整備する場合で、当該施設・設備の従前の施工を行いかつ

継続的にメンテナンスを行っている業者に実施させることが、施設の維持管理上必要

なとき。 

(3) 当該緑化施設が、その他の施設・設備と一体のものである場合、その施設・設備の

整備を行っている業者に実施させることが、施工監理上必要なとき。 

(4) その他、市長がやむを得ないと認めるもの 

４ 補助事業者は、第１項による交付申請書を提出するに当たって、当該補助金に係る仕

入れに係る消費税等相当額（助成金対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当す

る額のうち、消費税法（昭和63年法律第108号）に規定する仕入れに係る消費税額とし

て控除できる部分の金額と当該金額に地方税法（昭和25年法律第226号）に規定する地

方消費税率を乗じて得た金額との合計額に助成率を乗じて得た金額をいう。以下同

じ。）があり、かつ、その金額が明らかな場合には、これを減額して申請しなければな

らない。  

ただし、申請時において当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額が明らかでな

い場合は、この限りではない。 

 （交付決定通知） 

第７条 市長は、前条第１項の規定による申請があったときは、当該申請に係る申請書等

により必要な審査を速やかに行う。 

２ 前項の審査の結果、助成金を交付することが適当であると認めたときは、民有地地域

緑化助成金交付決定通知書（第４号様式）により、不適当であると認めたときは、理由



 

を付して、民有地地域緑化助成金不交付決定通知書（第５号様式）により、その旨を当

該申請書を提出した者に通知する。 

（助成金の交付の条件） 

第８条 市長は、前条第１項の審査の結果、助成金の交付を決定する場合、必要な限度に

おいて、条件を付することができる。 

２ 助成事業者は、善良な管理者の注意をもって助成事業を行い、次の各号について特に

配慮するものとする。 

(1)  緑化に当たっては、横浜市と締結した協定の有効期間中は植物が良好に生育するよ

う、日照及び良好な土壌環境を確保すること。 

(2)  緑化に当たっては、周辺への安全に配慮した施工方法とすること。また、隣接住民

及び関係者等に対し、必要に応じて説明を行い、助成事業の内容について十分理解が

得られているよう努めること。 

３ 市長は、助成金の使途について必要があると認められるときは、調査を行うことがで

きるものとする。 

 （助成事業の内容等の変更） 

第９条 助成事業者は、助成事業において、次の各号に定める申請内容に変更が生じた場

合は、速やかに民有地地域緑化助成金変更承認申請書（第６号様式）の正本及び副本に、

それぞれ第６条第１項各号に定める図書のうち当該変更箇所に関するものを添え、市長

に提出し、承認を受けなければならない。 

(1)  設計・施工箇所又は工種若しくは工法の変更 

(2)  助成事業における経費の配分の変更（ただし、第５条第１項に係る経費の増額は、

認めない。） 

２ 市長は、前項の申請があったときは、当該申請に係る申請書等により必要な審査を速

やかに行うものとする。 

３ 市長は、前項の審査の結果、承認することが適当であると認めたときは、民有地地域

緑化助成金変更承認通知書（第７号様式）により、不適当であると認めたときは、その

理由を付して民有地地域緑化助成金変更不承認通知書（第８号様式）により、その旨を

当該申請書を提出した者に通知する。 

 （助成事業の中止） 

第10条 助成事業者は、次の各号のいずれかに該当する場合又はその他の理由により助成

事業の継続が困難となった場合は、その理由を付して、速やかに民有地地域緑化助成金

中止承認申請書（第９号様式）に次の各号が明らかになる関係書類を添付して、市長に

提出し、協議しなければならない。 

(1) 民有地の土地所有者が変更又は死亡した場合 

(2) 災害等により事業の継続が困難になった場合 

(3) その他市長が事業の継続が困難と認める場合 

２ 市長は、前項の協議の結果、当該助成事業の中止が適当と認めるときは、民有地地域



 

緑化助成金交付決定取消通知書（第10号様式）により、助成事業の中止を承認し、助成

金の交付決定を取り消すことができる。 

 （実績報告書の提出） 

第11条 助成事業者は、助成事業を当該年度内に完了するとともに、完了したときは速や

かに民有地地域緑化助成金実績報告書（第11号様式）の正本及び副本に、それぞれ次の

各号に掲げる図書を添えて市長に提出し、完了検査を受けなければならない。 

(1) 民有地地域緑化助成金助成事業実施報告書（第12号様式） 

(2)  民有地地域緑化助成金収支決算書（第13号様式） 

(3) 設計等又は緑化整備のための経費が明記された領収書等、支出を証する書類（写） 

(4） 設計等の成果（写）又は緑化整備の整備中及び完了を確認できる写真 

（5） その他市長が必要と認める書類 

２ 助成事業者は、実績報告書の提出までに支払を行うことができない場合は、施工業者

の請求書の写しを添付することにより、前項第３号の書類に代えることができる。 

３ 前項の規定を適用した者は、業者へ支払を行った後、速やかに領収書の写し等支出を

証する書類を市長に提出しなければならない。 

４ 補助金規則第14条第４項の規定により、市長が完了報告書への添付又は記載を省略さ

せることができる書類及び事項は、同規則第14条第１項第３号に定めるものとする。 

５ 第６条第４項のただし書きにより交付の申請をした補助事業者は、第１項の実績報告

書を提出するに当たり、当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額が明らかになっ

た場合には、これを補助金額から減額して提出しなければならない。  

６ 第６条第４項のただし書きにより交付の申請をした補助事業者は、第１項の実績報告

書を提出した後において、消費税及び地方消費税の申告により当該補助金に係る仕入れ

に係る消費税等相当額が確定した場合には、その金額（前項の規定により減額した補助

事業者については、その金額が減じた額を上回る部分の金額）について、速やかに市長

に報告するとともに、市長の返還命令を受けてこれを返還しなければならない。 

（助成金額の確定） 

第12条 市長は、前条の規定による報告を受けたときは、当該実績報告書及びその添付図

書の内容並びに完了検査により審査し、助成金交付決定の内容及びこれに付した条件等

に適合していると認めたときは、交付すべき助成金の額を確定し、民有地地域緑化助成

金金額確定通知書（第14号様式）により、助成事業者に通知するものとする。なお、助

成金額の確定に当たっては、必要な措置を助成事業者に求めることができる。 

２ 市長は、前項の規定により助成金の額を確定した場合において、既にその額を超える

助成金を交付しているときは、その超える部分の額について、期限を定めて、民有地地

域緑化助成金精算金請求書（第15号様式）により、その返還を求めなければならない。 

（助成金の前払） 

第13条 補助金規則第17条ただし書の規定により、助成事業完了前に助成金の一部を交付

することができるものは、助成事業者が施工業者に発注した民有地の緑化整備に係る経



 

費とし、第７条第２項の規定により助成金交付決定された民有地の緑化の整備に関する

工事費助成金額の４割を限度とする。 

２ 前払金の請求をしようとする助成事業者は、民有地地域緑化助成金前払金請求書（第

16号様式）に、横浜市民有地地域緑化助成金交付決定通知書の写し、助成事業者と施工

業者の民有地の緑化整備にかかる経費の請負契約書及び施工業者の請求書の写しを添え

て、市長に提出しなければならない。 

（助成金交付の請求） 

第14条 助成事業者は、第12条第１項の規定による通知を受けたときは、速やかに民有地

地域緑化助成金請求書（第17号様式）に横浜市民有地地域緑化助成金金額確定通知書の

写しを添えて、市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による助成金請求書を受理後、適正であると認めたときは、当該

助成事業者に対し、当該助成金を交付するものとする。 

（交付決定の取消し及び返還） 

第15条 市長は、助成事業者が次の各号いずれかに該当すると認めたときは、助成金交付

の決定の内容の全部又は一部を取り消すことができる。 

(1)  虚偽その他不正な手段により助成金交付の決定を受け、又は助成金の交付を受けた

とき。 

(2)  助成金交付の決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。 

(3)  その他の法令、条例又は規則に基づき市長が行った指示に違反したとき。 

(4)  その他市長が特に必要と認めたとき。 

２ 市長は、前項の規定により取消しを決定した場合は、理由を付して、民有地地域緑化

助成金交付内容全部・一部取消通知書（第18号様式）により、助成事業者に対し、その

旨を通知するものとする。 

３ 市長は、第１項の規定により助成金の交付決定を取り消した場合において、当該取消

しに係る部分に関し、既に助成金が交付されているときは、期限を定めて民有地地域緑

化助成金返還請求書（第19号様式）により、その返還を求めなければならない。 

４ 助成事業者は、前項の規定による助成金返還請求があった場合は、市長が指定した期

限までに、市長が定める方法により返還しなければならない。 

（広報・普及啓発への協力） 

第16条 助成事業者は、本助成事業を活用して実施した旨の分かる表示を掲出すること。

また、本市から「横浜みどりアップ計画」の広報や本事業の普及啓発のため、写真提供

等の要請があった場合には協力をすること。 

（財産の処分の制限） 

第17条 補助金規則第25条の規定による財産の処分の制限については、第12条第１項によ

る助成金の確定の通知日から原則５年とする。 

（関係書類の保存期間） 

第18条 補助金規則第26条の規定による市長が定める関係書類の保存期間は、第12条第１



 

項による助成金の確定の通知日から５年とする。 

（委任） 

第19条 その他この要領の実施に関し必要な事項は、みどり環境局長が定める。 

 

附 則 

この要領は、平成23年10月31日から施行する。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要領は、平成25年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要領による改正前の横浜市民有地地域緑化助成金交付要領の規定により作成され

ている様式書類は、平成25年９月30日までは、適宜修正の上使用することができる。 

 

   附 則 

（施行期日） 

１ この要領は、平成26年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 平成26年4月1日改正の要綱の附則２を適用した推進団体については、基づく要綱を次

のとおり読み替えるものとする。 

(1) 要綱第９条第３項は、改正前の要綱第７条第４項に読み替える。（要領第１条第

１項） 

(2) 要綱第３条第10号は、改正前の要綱第４条第５号に読み替える。（要領第２条第

２項第１号） 

(3) 要綱第３条第８号は、改正前の要綱第４条第３号に読み替える。（要領第３条第

１項） 

３ この要領による改正前の横浜市民有地地域緑化助成金交付要領の規定により作成され

ている様式書類は、なお当分の間、適宜修正のうえ使用することができる。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要領は、平成28年５月13日から施行し、平成28年度の予算に係る助成金 

から適用する。 

（経過措置） 

２ この要領の施行の際、現に作成されている様式書類については、なお従前の

例による。 



 

３ 平成27年度以前の予算に係る助成金に関しては、なお従前の例による。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要領は、平成31年４月１日から施行し、平成31年度の予算に係る助成金 

から適用する。 

（経過措置） 

２ この要領の施行の際、現に作成されている様式書類については、なお従前の

例による。 

３ 平成30年度以前の予算に係る助成金に関しては、なお従前の例による。 

 

附 則 

 この要領は、令和３年８月20日から施行する。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要領は、令和５年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要領の施行の際、現に作成されている様式書類については、なお従前の

例による。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要領は、令和６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要領の施行の際、現に作成されている様式書類については、なお従前の

例による。 

 

附 則 

この要領は、令和７年３月14日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 



 

別表１（第４条、第５条） 

項目 
ア  イ 

対象経費 助成額 

 

１ 

 

 

 

設計等経費 

 

民有地の緑化整備の実施設

計、工事監理、助成申請図書作

成に係る委託経費 

 

 

当該地区の地域緑化計画に定め 

る緑化整備費概算額以内 

 

２ 

 

緑化整備等経費 

 

（工事を発注する場合） 

民有地の緑化整備に係る工事

費 

 

 

当該地区の地域緑化計画に定め

る緑化整備費概算額以内かつ対象

経費の10分の９以内 

 

（自ら整備を行う場合） 

整備に必要な材料費及び機材

費 

 

当該地区の地域緑化計画に定め

る緑化整備費概算額以内かつ対象

経費の10分の９以内かつ１件当た

りの申請額が 1,000,000円以内 

※令和５年度までに要綱第３条第８号に基づき、市長と協定を締結した推進団体が対象 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

別表２（第４条、第５条） 

項目 
ア  イ 

対象経費 助成額 

 

１ 

 

 

 

設計等経費 

 

民有地の緑化整備の設計、工事監

理、助成申請図書作成等に係る委託

経費 

 

当該地区の地域緑化計画に

定める緑化整備費概算額以内

かつ対象経費の10分の９以内 

 

２ 

 

緑化整備等経費 

 

（工事を発注する場合） 

民有地の緑化整備に係る工事費 

（緑化整備に必須となる既存構造物

（舗装、縁石等）の撤去を含む） 

 

 

当該地区の地域緑化計画に

定める緑化整備費概算額以内

かつ対象経費の10分の９以内 

 

（自ら整備を行う場合） 

整備に必要な材料費及び機材費 

（緑化整備に必須となる既存構造物

（舗装、縁石等）の撤去を含む） 

 

 

当該地区の地域緑化計画に

定める緑化整備費概算額以内

かつ対象経費の10分の９以内

かつ１件当たりの申請額が

1,000,000円以内 

 

３ 

 

その他経費 

 

 項目２と同時に実施する緑化整備

に必要な経費のうち以下のもの 

・緑化整備箇所へのベンチ類の設置 

・緑化整備箇所内及び緑化整備箇所

に接する通路・階段の整備 

・項目２以外の既存構造物（フェン

ス、掲示板等）の撤去 

・伐採を伴わない既存根株の伐根 

・その他客観的に緑化整備に必要と

いえる経費 

 

 

当該地区の地域緑化計画に

定める緑化整備費概算額以内

かつ対象経費の10分の５以内

かつ緑化整備等経費の10分の

３以内 

※令和６年度以降に要綱第３条第８号に基づき、市長と協定を締結した推進団体が対象 

 



 

第１号様式（第６条第１項） 

「横浜みどりアップ計画」 

民有地地域緑化助成金交付申請書 

 

  年  月  日 

 （申請先） 

 横 浜 市 長 

 

住   所 

申請者  団 体 名 

代表者氏名                 
 

 

 「横浜みどりアップ計画」による、横浜市民有地地域緑化助成金交付要領に基づき、民有地地域

緑化助成金の交付を受けたいので、関係図書を添えて次のとおり申請します。 

 なお、助成金の交付を受けるにあたっては、横浜市補助金等の交付に関する規則（平成17年11月

30日横浜市規則第139号）及び横浜市民有地地域緑化助成金交付要領を遵守します。 

また、今回申請する経費については、他の助成金等は受けていません。 

地区名・事業名 
 

 

申請金額 

 

  ￥             （1,000円未満切捨て） 

 

このうちの前払金 

  ￥             （1,000円未満切捨て） 

 

添付書類 

 

□ 事業計画書（第２号様式） 

□ 収支予算書（第３号様式） 

□ 設計等経費見積書（写）又は緑化整備等経費見積書（写） 

□ 土地等の権利者の同意が分かる書類 

□ その他市長が必要と認める図書 

確認事項 

 

 ☐ 本助成金を活用して整備した緑化を第17条で定める年限の期間以上 

良好に維持管理すること。その後、やむを得ず財産を処分する場合 

は、申請者の責任によること。 

 

 

（注意）  この書類は、横浜市市民協働条例第７条第４項の規定に基づき、一般の閲覧に供し

なければなりません。 

 

（A4） 



 

第２号様式（第６条第１項第１号） 

「横浜みどりアップ計画」 

民有地地域緑化助成金事業計画書 

 

地区名・事業名  

事業内容 

 

 

（注意） この書類は、横浜市市民協働条例第７条第４項の規定に基づき、一般の閲覧に供しなけ

ればなりません。 

（A4） 



 

第３号様式（第６条第１項第２号） 

「横浜みどりアップ計画」 

民有地地域緑化助成金収支予算書 

 

地区・事業名                       

１ 収入 

項  目   金  額 (円) 説明（負担者、負担方法等） 

     

     

     

     

合  計     

 

２ 支出 

項  目 金 額 (円) 説  明 

     

     

     

     

     

     

合  計     

 

（注意） この書類は、横浜市市民協働条例第７条第４項の規定に基づき、一般の閲覧に供しな

ければなりません。 

（A4） 

 



 

第４号様式（第７条第２項） 

「横浜みどりアップ計画」 

        第   号 

  年  月  日 

民有地地域緑化助成金交付決定通知書 

 

          様 

横浜市長           印 

 

年  月  日に申請のありました「横浜みどりアップ計画」による、民有地地域緑化

助成金については、次の条件を付けて交付することと決定しましたので、通知します。 

地区・事業名 
 

交付金額 

 

￥             

  ※内訳 

前払金額        ￥              

 完了後支払額      ￥             

 

交付金額は、実績報告書提出の後、確定通知書で確定します。 

支払時期は、請求書受領後  日以内となります。 

交付の条件 

１ 事業が完了したときは、速やかに実績報告書を提出してください。 

２ この助成金は、民有地地域緑化事業実施のために使用し、他の事業には

流用しないでください。 

３ 次のいずれかに該当するときは、助成金交付の決定内容の全部若しくは

一部を取消し、又は既に交付した助成金の全部若しくは一部の返還を求め

ます。 

(1) この事業の要領又は助成金の交付決定の内容若しくは交付条件に違反

したとき。 

(2) 虚偽の申請若しくは報告又は不正の行為によって助成金の交付を受け

たとき。 

４ 当該事業によって整備されたものを整備完了から５年後までに移転し、

若しくは除却し、又は汚損し、若しくは損壊した場合は、助成金の全部若

しくは一部の返還を求めることがあります。 

５ 前払金に不要額が生じたときは、速やかに精算してください。 

６ この助成金の使途について、必要があると認められるときは、調査を行

うことがあります。 

備考  

（注意）１ この書類は、横浜市市民協働条例第７条第４項の規定に基づき、一般の閲覧に供しな

ければなりません。 

    ２ 横浜市地域緑のまちづくり要綱及び横浜市民有地地域緑化助成金交付要領を順守して

ください。 

（備考） 様式の下欄には、教示について記載することができる。 

（A4） 



 

第５号様式（第７条第２項） 

「横浜みどりアップ計画」 

  第   号 

  年  月  日 

民有地地域緑化助成金不交付決定通知書 

 

         様 

横浜市長          印 

 

 

 

     年  月  日に申請のありました「横浜みどりアップ計画」による、民有地地域緑化

助成金については、審査の結果、交付しないことと決定しましたので、通知します。 

 

１ 地区・事業名 

 

                                      

 

２ 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注意） 

この書類は、横浜市市民協働条例第７条第４項の規定に基づき、一般の閲覧に供しなければ

なりません。 

 

（備考） 

様式の下欄には、教示について記載することができる。 

 

 

 

（A4） 



 

第６号様式（第９条第１項） 

「横浜みどりアップ計画」 

民有地地域緑化助成金変更承認申請書 

  年  月  日 

 （申請先） 

 横 浜 市 長 

 

住   所 

申請者  団 体 名 

代表者氏名                  
 

 

年  月  日   第   号で助成金交付の決定を受けた「横浜みどりアップ計画」

による、助成事業について、次のとおり変更したいので、関係図書を添えて申請します。 

交付決定通知番号 
 

    年    月    日     第     号 

変更内容 
 

変更理由 
 

添付図書 

 

□ 事業計画書（第２号様式） 

□ 収支予算書（第３号様式） 

□ 設計等経費見積書（写）又は緑化整備等経費見積書（写） 

□ 土地等の権利者の同意が分かる書類 

□ その他市長が必要と認める図書 

 

 

（注意）  この書類は、横浜市市民協働条例第７条第４項の規定に基づき、一般の閲覧に供しな

ければなりません。 

 

 

 

 

 

 

（A4） 



 

第７号様式（第９条第３項） 

「横浜みどりアップ計画」 

第   号 

  年  月  日 

民有地地域緑化助成金変更承認通知書 

 

          様 

横浜市長          印 

 

     年  月  日に申請のありました、「横浜みどりアップ計画」による、助成事業の変

更については、次のとおり承認することとしましたので通知します。 

交付決定通知番号 年    月    日     第     号  

変更前交付予定金額  

変更後交付予定金額  

変更増減額  

交付条件 

１ 事業が完了したときは、速やかに実績報告書を提出してください。 

２ この助成金は、民有地地域緑化事業実施のために使用し、他の事業

には流用しないでください。 

３ 次のいずれかに該当するときは、助成金交付の決定内容の全部若し

くは一部を取消し、又は既に交付した助成金の全部若しくは一部の返

還を求めます。 

(1) この事業の要領又は助成金の交付決定の内容若しくは交付条件に

違反したとき。 

(2) 虚偽の申請若しくは報告又は不正の行為によって助成金の交付を

受けたとき。 

４ 当該事業によって整備されたものを整備完了から５年後までに移転

し、若しくは除却し、又は汚損し、若しくは損壊した場合は、助成金

の全部若しくは一部の返還を求めることがあります。 

５ 前払金に不要額が生じたときは、速やかに精算してください。 

６ この助成金の使途について、必要があると認められるときは、調査

を行うことがあります。 

（注意）１ この書類は、横浜市市民協働条例第７条第４項の規定に基づき、一般の閲覧に供しな

ければなりません。 

２ 横浜市地域緑のまちづくり事業要綱及び横浜市民有地地域緑化助成金交付要領を順守

してください。 

（備考） 

様式の下欄には、教示について記載することができる。 

（A4） 



 

第８号様式（第９条第３項） 

「横浜みどりアップ計画」 

第   号 

  年  月  日 

 

民有地地域緑化助成金変更不承認通知書 

 

          様 

横浜市長          印 

 

     年  月  日に申請のありました「横浜みどりアップ計画」による、助成事業の変更

については、次のとおり承認しないことと決定しましたので、通知します。 

地区・事業名 

 

交付決定通知番号 

 

    年    月    日     第     号 

理     由 

 

 

 

（注意） 

この書類は、横浜市市民協働条例第７条第４項の規定に基づき、一般の閲覧に供しなければ

なりません。 

 

（備考） 

様式の下欄には、教示について記載することができる。 

 

 

（A4） 



 

第９号様式（第10条第１項） 

「横浜みどりアップ計画」 

民有地地域緑化助成金中止承認申請書 

  年  月  日 

 （申請先） 

 横 浜 市 長 

 

住   所 

申請者  団 体 名 

代表者氏名                  
 

 

年  月  日   第   号で助成金交付の決定を受けた「横浜みどりアップ計画」

による、助成事業について、次のとおり中止したいので、申請します。 

地区・事業名 
 

交付決定通知番号 
 

    年    月    日     第     号 

中止内容 
 

中止理由 

 

 

（注意）  この書類は、横浜市市民協働条例第７条第４項の規定に基づき、一般の閲覧に供しな

ければなりません。 

 

 

 

（A4） 



 

第10号様式（第10条第２項） 

「横浜みどりアップ計画」 

第   号 

  年  月  日 

 

民有地地域緑化助成金交付決定取消通知書 

 

          様 

横浜市長          印 

 

     年  月  日に申請のありました「横浜みどりアップ計画」による、助成事業の中止

については、助成事業の中止を承認し、助成金の交付の決定を取り消しましたので、通知します。 

地区・事業名 

 

交付決定通知番号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注意） この書類は、横浜市市民協働条例第７条第４項の規定に基づき、一般の閲覧

に供しなければなりません。 

 

（備考） 

様式の下欄には、教示について記載することができる。 

 

 

 

 

（A4） 



 

第11号様式（第11条第１項） 

「横浜みどりアップ計画」 

民有地地域緑化助成金実績報告書 

 

  年  月  日 

 （報告先） 

 横 浜 市 長 

 

住   所 

報告者  団 体 名 

代表者氏名                 
 

 

    年  月  日   第   号により助成金交付の決定の通知を受けた「横浜みどりア

ップ計画」による、助成事業が完了しましたので、関係図書を添えて次のとおり報告します。 

 

地区・事業名  

助成金の交付決定額

決算額及び前払金の

精算額 

  

交付決定額 ￥        （内、前払額 ￥     (ｱ)） 

 

決 算 額 ￥        （内、前払額 ￥     (ｲ)） 

 

          前払金の精算額（(ｱ)-（ｲ））￥         

 

事 業 完 了 日    年   月   日 

添 付 図 書 

 

□ 助成事業実施報告書（第12号様式） 

□ 収支決算書（第13号様式） 

□ 設計等又は緑化整備のための経費が明記された領収書等、支出

を証する書類（写） 

□ 設計等の成果（写）又は緑化整備の整備中及び完了を確認でき

る写真 

□ その他市長が必要と認める書類 

 

（注意）  この書類は、横浜市市民協働条例第７条第４項の規定に基づき、一般の閲覧に供しな

ければなりません。 

 

（A4） 



 

第12号様式（第11条第１項第１号） 

「横浜みどりアップ計画」 

民有地地域緑化助成金助成事業実施報告書 

 

地区・事業名  

事業内容 

 

 

（注意） この書類は、横浜市市民協働条例第７条第４項の規定に基づき、一般の閲覧

に供しなければなりません。 

（A4） 



 

第13号様式（第11条第１項第２号） 

「横浜みどりアップ計画」 

民有地地域緑化助成金収支決算書 

 

地区・事業名                       

１ 収入 

項  目 金  額  (円) 説明（負担者、負担方法等） 

     

     

     

     

合  計     

 

２ 支出 

項  目 金 額 (円) 説  明 

     

     

     

     

     

     

合  計     

 

（注意） この書類は、横浜市市民協働条例第７条第４項の規定に基づき、一般の閲覧

に供しなければなりません。 

（A4） 



 

第14号様式（第12条第１項） 

「横浜みどりアップ計画」 

第   号 

  年  月  日 

民有地地域緑化助成金金額確定通知書 

 

          様 

横浜市長          印 

 

 

 

  年  月  日に報告がありました「横浜みどりアップ計画」による、助成事業につい

て、完了検査の結果、次のとおり助成金の額を確定しましたので、通知します。 

 なお、既にその額を超える助成金が交付されている場合は、確定額を超える部分の助成金の返還

を請求します。 

地区・事業名 
 

交付決定通知番号 
 

    年   月   日     第     号 

助成金交付確定額 

 

      ￥                

既交付額 

 

      ￥                

 

（注意）１ この書類は、横浜市市民協働条例第７条第４項の規定に基づき、一般の閲

覧に供しなければなりません。 

    ２ この通知を受領後、速やかに民有地地域緑化助成金請求書（又は必要書類）

を市長に提出してください。 

 

（備考） 

様式の下欄には、教示について記載することができる。  

 

 

 

 

（A4） 



 

第15号様式（第12条第２項） 

「横浜みどりアップ計画」 

第   号 

  年  月  日 

民有地地域緑化助成金精算金請求書 

 

          様 

横浜市長          印 

 

 

 

     年  月  日   第   号により金額の確定を通知した「横浜みどりアップ計画」

による、民有地地域緑化助成金について、精算金を請求します。 

 

  精算額   ￥            

 

納付期日       年   月   日 

納付方法   

 

 

（注意） この書類は、横浜市市民協働条例第７条第４項の規定に基づき、一般の閲覧

に供しなければなりません。 

 

（備考） 

様式の下欄には、教示について記載することができる。  

 

 

 

 

 

 

 

（A4） 



 

第16号様式（第13条第２項） 

「横浜みどりアップ計画」 

民有地地域緑化助成金前払金請求書 

 

  年  月  日 

 （請求先） 

 横 浜 市 長 

住   所 

請求者  団 体 名 

代表者氏名               

 

請求額    ￥           

（交付決定額 ￥         ） 

 

     年  月  日    第    号により交付決定のありました「横浜みどりアップ

計画」による、民有地地域緑化助成金のうち、前払金として請求します。 

１ 振込先 

 

金融機関名 

 

            銀行 

            信用金庫            支店 

種  別 普 通 ・ 当 座  

口座番号  

フリガナ  

 

口座名義人 

 

 

（代表者氏名と口座名義人が異なる場合には、代表者氏名の記入と押印をお願いします） 

上記の口座名義人に振り込むことを依頼します。 

                        ㊞   

２ 添付書類 

(1) 横浜市民有地地域緑化助成金交付決定通知書の写し 

 (2) 助成事業者と施工業者の民有地の緑化整備にかかる経費の請負契約書 

 (3) 施工業者の請求書の写し 

（A4） 



 

第17号様式（第14条第１項） 

「横浜みどりアップ計画」 

民有地地域緑化助成金請求書 

 

  年  月  日 

 （請求先） 

 横 浜 市 長 

 

住   所 

請求者  団 体 名 

代表者氏名               
 

 

請求額   ￥                        

 

     年  月  日    第    号により確定通知のありました「横浜みどりアップ

計画」による、民有地地域緑化助成金に対する助成金として請求します。 

 

１ 振込先 

 

金融機関名 

 

            銀行 

            信用金庫            支店 

種  別 普 通 ・ 当 座  

口座番号  

フリガナ  

 

口座名義人 

 

 

 

（代表者氏名と口座名義人が異なる場合には、代表者氏名の記入と押印をお願いします） 

上記の口座名義人に振り込むことを依頼します。 

                        ㊞   

 

２ 添付書類 

横浜市民有地地域緑化助成金確定通知書の写し 

（A4） 



 

第18号様式（第15条第２項） 

「横浜みどりアップ計画」 

第   号 

  年  月  日 

 

民有地地域緑化助成金交付内容 全部・一部 取消通知書 

 

          様 

横浜市長          印 

 

 

  年  月  日    第  号により助成金の交付の決定を通知した、「横浜みどり

アップ計画」による、民有地地域緑化助成金については、交付の決定を取り消しましたので、通知

します。 

地区・事業名  

交付決定通知番号     年  月  日    第    号 

取消内容 

 

取消理由 

 

（注意） この書類は、横浜市市民協働条例第７条第４項の規定に基づき、一般の閲覧

に供しなければなりません。 

（A4） 

（備考） 

様式の下欄には、教示について記載することができる。  



 

第19号様式（第15条第３項） 

「横浜みどりアップ計画」 

第   号 

  年  月  日 

民有地地域緑化助成金返還金請求書 

 

          様 

横浜市長          印 

 

 

 

     年  月  日    第   号により助成金交付の取消しを通知した「横浜みどり

アップ計画」による、民有地地域緑化助成金について、返還金を請求します。 

 

  請求額  ￥              

 

納付期日           年   月   日 

納付方法   

 

 

（注意） この書類は、横浜市市民協働条例第７条第４項の規定に基づき、一般の閲覧

に供しなければなりません。 

（A4） 

 

（備考） 

様式の下欄には、教示について記載することができる。  

 

 


